
平成22年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

部局名

小学校管理事業

教育委員会

課室名 教育委員会総務課
学校教育課

事務事業名称

目
的

事
業
概
要

市内公立小学校

市債国・県支出金 その他

小学校管理事業

予算

報酬 157,024185,903

目

小学校管理費

対
象

208

義務教育の管理

2 頁

項

1

款 目　　　名

10

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

決算書

○小学校管理事業・・・市内１１校の運営費及び施設管理費
　　　　・報酬(学校医・嘱託職員等)　66,682,310円
　　　　・嘱託職員社会保険料　6,739,108円
　　　　・旅費　287,430円
　　　　・需用費　42,063,586円
　　　　・役務費　4,665,053円
　　　　・委託料　12,958,759円
          ①地域活性化・きめ細やかな臨時交付金事業分　778,050円
          ②通常分　12,180,709円
　　　　・使用料及び賃借料　4,343,516円
        ・工事請負費　16,821,000円
       　①地域活性化・きめ細やかな臨時交付金事業分　12,763,800円
　　　　　・三重第一小学校　校舎前補修
          ・百枝小学校　照明増設、トイレ改修
          ・犬飼小学校　倉庫新設
          ・千歳小学校　コンピユーター室空調設置、プール補修
          ・大野小学校　グランド整備
          ・三重東小学校　倉庫改築
          ②通常管理分　4,057,200円
  　　　　・原材料費　909,971円
　 　 　　・備品購入費　1,536,551円
　　　 　・負担金補助及び交付金　16,200円
　　　　　　　計　157,023,484円

報酬(嘱託職員)42人
11,100 697

評価

3経常

財源内訳

145,227

一般
事　業　名 事業内容（主な経費等）臨／経

0 145,227157,024 11,100 697185,903計



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２０～Ｈ２２（決算額）、Ｈ２３（予算現額） ６．H24年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

目標

Ｈ２０

指標の設定理由

目標

単位活動指標名

ｄ

多様な教育ニーズに対応した良好な教育環境の維持を目的として設定
数値

a

目
標
年
度

活
動
指
標

適正な維持管理

決 算 額 （千円）

－
良好な教育環境の維持

－

目標

168,413 157,024

ｄ

c

Ｈ２２

児童数は減少しているが、施設は老朽化が進み、また最低限の義務
教育施設管理運営予算は必要で、管理予算は減少しない

Ｈ２０

Ｈ２１ Ｈ２２単位

ｂ

Ｈ２１

数値 目標

指標

成果指標名 Ｈ２０

－

Ｈ２３

課題

適正な維
持管理

良好な教育環境の維持

Ｈ27
－

ｃ

指標名成
果
指
標

Ｈ２２

―

県　　費

427

 ③ 受益の
　　対象性

430

145,052

国　　費

a

b

131,436

－

経費の削減を図りつつ、引き続き適正な運営を行うこと

市　　債

そ の 他

管理備品等の共同利用等の総合的検討が必要

490

対応（改善点等）

168,413

902

167,511

780

157,024

3

3責任領域の精査

事業対象の確認

438

分析

130,656

 ① 事業の
　  必要性

うち経常

145,227130,656一般財源

3

着眼点

131,436

必要性の再確認
義務教育施設運営は国や自治体の
責務であり必ず必要

3

財
源
内
訳

事業費に係る人件費 425

良好な環境維持には適正な手段であ
る

成果指標の判断

法令等により、市が実施主体であるこ
とが定められている

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析

うち経常経費

分析根拠

145,227

 ② 行政の
　　関与性

167,511

145,052

法令等により、市が実施主体であるこ
とが定められている

方向性

理由

各小学校の管理運営予算は精
査する必要はあるが、概ね前
年並額は必要

前年並

事業の方向性

継続

評価内容

 ⑤ 事業の
　  有効性

3 適正な管理を行っている

145,542

697

Ｈ２１

145,542

11,100

――

3

3

33

3

0

1

2

3
事業の必要性

行政の

関与性

手段の

妥当性

事業の

有効性

受益の

対象性

分析グラフ


